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Ⅳ．新しい時代に対応した大学教育の実現に必要な規制・制度改革 （抄） 

２．機動的かつ戦略的経営を行うためのガバナンス改革 

新しい時代に対応した大学教育を実現するためには、１．で主張したように、

その枷となっている大学設置基準などの規制・制度を見直す一方で、各大学が

「経営体」40として主体的・能動的に意思決定を行い、自律的・機動的に行動でき

る体制を確立すること、さらには、自立した「経営体」となるための体力をつけ

ることが必要となる。 

主体的・能動的に意思決定を行い、自律的・機動的に行動できる体制の確立と

は、すなわち適切なガバナンスの実現であり、自立した「経営体」となるための

体力とは、資金力を意味する。企業と同様、ガバナンスの質や資金力は、「経営

体」としての大学の魅力や価値に直結する。これからの大学は、企業や地域社

会、地方公共団体など、様々なステークホルダーと積極的に交流や対話を行い、

ステークホルダーとのエンゲージメントを通じて信頼関係を深めつつ、大学とし

ての価値を高め、機動的・戦略的に経営を行える「経営体」に進化すべきであ

る。 

(1) 適切なガバナンスの実現 

大学におけるガバナンス上の課題として、学長の裁量権拡大や、学長選出の手

続きとプロセスの透明化、監事監査の強化などが挙げられる。特に、学外者の理

事等への登用促進はしばしば指摘されているが、現状、国立大学でも私立大学で

も、経営協議会や理事、監事、学長選考会議に少なからず学外者が置かれてお

り、企業に比べ、大学が特に内部に閉じた体制になっているとは言えない。た

だ、学外者と言いながら、他大学の教職員のように同業者である場合もある。企

業と同様、ガバナンス体制におけるダイバーシティの確保は引き続き課題であ

り、ジェンダーや国籍を含め多様な背景を持つ学外者の参画を得ることが望まし

い。 

また、近年、複数の国立大学において、学長選出の手続きや基準が不透明であ

るとの批判が当該大学内外から起こった事例もある。学長選考会議の機能強化

や、海外大学の事例に倣って大学内外から広く学長候補者を求める仕組みの構築

などが求められる。 

一方、私立大学については、公益社団・財団法人等と同等の適切な法人運営が

 
40 文部科学省の「国立大学法人の戦略的経営実現に向けた検討会議」が 2020年 12月に公

表した検討報告書のタイトルでも、「国立大学法人の戦略的な経営実現に向けて～社会変

革を駆動する真の経営体へ 最終とりまとめ」と、「経営体」という用語が使われてい

る。ただし、同報告書は、国立大学法人は国との間で「自律的契約関係」を構築すべき

と謳う一方で、国立大学法人が国からの財政的支援の重要性を否定して、国から「自

立」することを表現するものではないと説明している。 
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行える制度を設ける方向で検討が進められた41が、制度を設けるだけで適切なガバ

ナンスの実現が担保されるわけではない。理事会、評議員会、監事それぞれの機

能を明確化したうえで、それぞれが責任をもって実質的な役割を果たすことが極

めて重要である。現在、多くの学校法人で、理事、評議員、監事のうち２つ以上

の役職を兼任する例が見られるが、上記の観点に加え、監事の中立性を担保する

観点から、監事と理事・評議員の兼任を禁止すべきである。理事および評議員に

ついては、明確化した役割に基づいて、各大学の現状に鑑み、兼任のあり方を見

直す必要がある。 

また、国公私立大学ともに、特定の人物が学長等の役職に長くとどまることが

ないよう、在任年数について上限の目安を設けるべきである。 

なお、近年、国公私それぞれの大学団体によりガバナンス・コードが策定され

ており（図表22）、各大学の運営やガバナンスの指針となっている。各大学にお

いては、その遵守・徹底が求められる。 

 

 

 

 
41 文部科学省の「学校法人ガバナンス改革会議」は、2021 年 12 月、私立大学について、

社会福祉法人や公益社団・財団法人と同等のガバナンスが必要などとする内容の報告書

を公表した。 


